第１号様式（取扱要領第２関係）

（番　　　号）　

年　　月　　日　

　　福島県○○農林事務所長（※）

（福　島　県　知　事）

市　町　村　長　　　　

（地域事業実施主体の長）　　

（広域事業実施主体の長）　　

○○年度福島県営農再開支援事業計画の承認申請について

　「福島県営農再開支援事業実施要綱（平成25年２月26日付け24生産第2875号農林水産事務次官依命通知）」第６に基づき、下記のとおり関係書類を添えて承認申請します。

記

福島県営農再開支援事業実施計画書（実施要綱の別記様式第１号）

（※）市町村長又は地域事業実施主体の長にあっては、農林事務所長あて

　　　広域事業実施主体の長にあっては、福島県知事あて

　　　（以下第５号様式及び第６号様式においても同じ）
第２号様式（取扱要領第２関係）
（番　　　号）　
年　　月　　日　
　　市　　町　　村　　長　様（※）
　（地域事業実施主体の長）
　（広域事業実施主体の長）
　（家畜導入事業実施主体の長）
福島県○○農林事務所長　　　
（福　島　県　知　事）　　　
○○年度福島県営農再開支援事業実施計画の承認について（通知）
　○○年○月○日付け○○第○号にて申請ありましたこのことについては、「福島県営農再開支援事業事務取扱要領」第２の１（３）の規定に基づき、承認します。
（※）広域事業実施主体の場合は、福島県知事から広域事業実施主体の長あて
第３号様式（取扱要領第２の２の（１）関係）

（番　　　号）　

年　　月　　日　

　福島県○○農林事務所長

 　（○○市町村長経由）

所　在　地

名　　　称

代表者氏名

○○年度福島県営農再開支援事業（家畜の導入）実施計画の承認申請書について
　「福島県営農再開支援事業実施要綱（平成25年２月26日付け24生産第2875号農林水産事務次官依命通知）」第６に基づき、下記のとおり承認申請します。
記
１　事業実施主体名
２　事業実施計画　            別添実施計画書（別記様式第２号）のとおり
（注１）次の事項にチェックすること。

　　□　１２市町村において営農を再開

　　□　１２市町村において現に営農をしており、規模拡大又は新規作物導入

　　□　１２市町村において新たに営農を開始

　　□　その他

（注２）次の書類を添付すること。

　　□　債権者登録（変更）申請書（補助金の受け入れ等の通帳表紙の写し）

　　□　納税証明書（県税の未納がないことを証明するもの）

　　□  補助事業実施年度の前年及び前々年度の確定申告書の写し並びに直近の消費税確　　　　定申告書の写し（消費税確定申告書の写しは課税事業者の場合）

　　□　自己負担分の資金が確保されていることを証明する資料（通帳残高の写し等）

　　□　暴力団排除に関する誓約書

　　□　福島県営農再開支援事業（家畜の導入）補助金補助限度額要件確認申出書

        ※該当する場合のみ
第４号様式（取扱要領第２の２の（１）関係）
（番　　　号）　

年　　月　　日　

　市　町　村　長　様

所　在　地

名　　　称

代表者氏名

○○年度福島県営農再開支援事業（家畜の導入）補助金補助限度額要件確認申出書
　福島県営農再開支援事業事務取扱要領第２の２の（１）規定に基づき、下記のとおり確認願います。
　なお、この申出に係る確認は、補助金の交付決定を約束するものではないことを承知しております。
記
１　補助限度額要件
	項　目
	内容等

	今回の事業計画について、原子力災害からの復興に向けた市町村の計画等の実施に資するものであることを確認できる市町村計画の該当箇所
	  市町村復興計画等の名称

     頁　行目から　頁　行目まで

　




	


○○年度福島県営農再開支援事業（家畜の導入）補助金補助限度額要件確認書
年　　月　　日　

  ○○○○○農林事務所長　様                                                      
                                                    （１２市町村長）　　　

　事業実施主体が策定した事業実施計画は、当自治体が定めた「　　　　　　　　　　」計画の実施に資するものであり、かつ、事業実施主体の経営規模、経営内容からみて、営農再開等にあたって、多額の初期投資が必要であることを確認しました。　　

第５号様式（取扱要領第２の２の（２）関係）
（番　　　号）　

年　　月　　日　

　福島県○○農林事務所長

（１２市町村長）　　　　　　　　　　

○○年度福島県営農再開支援事業（家畜の導入）実施計画に関する確認書
　このことについて、下記の事業実施主体が作成した福島県営農再開支援事業（家畜の導入）事業実施計画書について、以下のとおり計画の妥当性及び実効性が見込まれることを確認します。
記
１　事業実施主体名

２　確認事項

	    　　　確認事項及びその適否
	 　「不適」の理由

	 ①　事業実施主体は、実施要綱別記８の３に　　該当する農業者等である。
	 □適

 □不適
	

	 ②　計画の承認申請に必要な書類が整っている。
	 □適

 □不適
	

	 ③  事業計画は、営農の再開等を行い、営農　 の自立的な継続と発展を図る上で必要な内　 容が掲載されている。
	 □適

 □不適


	

	 ④   事業受益地は実施要綱第３の１の要件　　を満たしている。
	 □適

 □不適
	

	 ⑤　 その他（　　　　　　　　　）


	
	


注）本確認書は事業計画の認定の確約を前提したものではありません。
第６号様式の１（取扱要領第３関係）
（番　　　号）　

年　　月　　日　

　○○農林事務所長

農　林　水　産　部　長　　　　

○○年度福島県営農再開支援事業補助金の内報について（通知）

  このことについて、下記のとおり内報をしますので、事業執行については、適正に処理してください。

記

１　内報の内容

	市町村名
	事業名
	事業実施主体名
	既内報額
	今回内報額
	計

	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　

	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　

	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　

	合　計
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　


第６号様式の２（取扱要領第３関係）
（番　　　号）　

年　　月　　日　

    市町村長   様

（地域事業実施主体の長）

（広域事業実施主体の長）

（家畜導入事業実施主体の長）

福島県○○農林事務所長　　　 

（福島県知事）　　　 

○○年度福島県営農再開支援事業補助金の割当内示について（通知）

  このことについて、下記のとおり補助金が交付される見込みなので、「福島県営農再開支援事業補助金交付要綱」第３条の規定に基づき補助金交付申請書を提出してください。

記

　１　内　　容

	内　　容
	事業実施主体名
	補助金割当内示額
	備　考

	
	
	
	


　２　提出期限　　　○○年○月○日

第７号様式（取扱要領第５関係）
交付決定通知の書例

福島県指令（所名の約字）第○○号
市　　町　　村　　　
○○年○月○日付け○○第○号で申請のあった○○年度福島県営農再開支援事業補助金については、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第107号。以下「規則」という。）第５条の規定により、次のとおり（又は次のとおり修正の上）交付することに決定したので、同規則第７条の規定により通知する。
○○年○月○日
福島県○○農林事務所長　　印
〔事業の目的及び内容〕　

（申請どおり決定する場合）
１　補助金の交付の対象となる事業は、○○年○月○日○○第○号で申請（以下「申請書」という。）のあった福島県営農再開支援事業補助金とし、その内容については、申請書の事業の内容欄記載のとおりとする。
（修正決定する場合）
１　補助金の交付の対象となる事業は、○○年○月○日○○第○号で申請（以下「申請書」という。）のあった福島県営農再開支援事業補助金とし、その内容については、下記のとおり修正するほか申請書の事業の内容欄記載のとおりとする。
〔補助事業に要する経費、補助金の額及び補助金の額の変更の権限留保〕
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。ただし、事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　金○○，○○○，○○○円
補助金の額　　　金○○，○○○，○○○円
〔経費の配分〕
（申請どおり決定する場合）
３　補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、申請書の経費の配分欄記載のとおりとする。
（修正決定する場合）
３　補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、次のとおりである。
　　　区分　　　　　補助事業に要する経費　　　補助金額
　　○○○○　　　　　　　　　○○○円 　　　○○○円
〔額の確定〕
（直接補助事業の場合）
４　補助金の額の確定は、補助対象事業費の実績額に、交付要綱別表に定める各経費に対応する補助率を乗じて得た額と前記３の区分ごとの補助金の額（変更された場合には変更された額とする。）とのいずれか低い額の合計額とする。
〔交付条件〕
〔交付関係を規制する要綱等の引用〕
５　補助事業者は、別表に掲げる法令等に従わなければならない。
６　補助金交付の条件は、前記５に定めるもののほか次のとおりとする。
(1)　補助事業者は、次の各号の一に掲げる場合には、あらかじめ知事（又は農林事務所長）の承認を受けなければならない。
ア　補助事業に要する経費の配分の変更（要綱で定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合
イ　事業の内容の変更（交付要綱で定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合
ウ　事業を中止し、又は廃止しようとする場合
(2)　補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに知事（又は農林事務所長）に報告してその指示を受けなければならない。
（別表）
	法令等名
	年月日番号等
	備考

	農林畜水産業関係補助金等交付規則


	昭和31年４月30日

農林省令第18号
	

	福島県補助金等の交付等に関する規則


	昭和45年10月27日

福島県規則第107号
	

	福島県営農再開支援事業補助金交付要綱


	平成25年３月12日付け24農総第2514号農林水産部長通知
	

	福島県営農再開支援事業推進費補助金交付要綱
	平成25年２月26日付け24生産第2876号農林水産事務次官依命通知
	

	福島県営農再開支援事業実施要綱


	平成25年２月26日付け24経営第2875号農林水産事務次官依命通知
	

	補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
	昭和30年８月27日法律第179号


	

	補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令
	昭和30年９月26日政令第255号


	

	福島県営農再開支援事業事務取扱要領


	平成25年３月12日24農総第2515号福島県農林水産部長通知
	


第８号様式（取扱要領第６関係）
（番　　　号）　
年　　月　　日　
　　福島県○○農林事務所長
　　（福　島　県　知　事）
市　　町　　村　　長　　
（地域事業実施主体の長）　
（広域事業実施主体の長）　
（家畜導入事業実施主体の長） 

○○年度福島県営農再開支援事業実施計画変更届
  下記により○○年度福島県営農再開支援事業の実施計画を変更したいので、下記のとおり届け出ます。
記
１　補助金交付決定年月日
２　変更の理由
３　変更の内容
４　添付資料
第９号様式（取扱要領第８関係）
（番　　　号）　

年　　月　　日　

　福島県○○農林事務所長

　（福　島　県　知　事）

市　　町　　村　　長　　　

（地域事業実施主体の長）　　

（広域事業実施主体の長）　　

（家畜導入事業実施主体の長）

福島県営農再開支援事業に係る事業実績の報告について

　「福島県営農再開支援事業事務取扱要領」第８に基づき、○○年度の事業実績を別添のとおり報告します。

（第９号様式別添）※家畜導入事業実施主体の長は、実施要綱別記様式第５号により作成すること。
事業実績報告書
１　営農再開実績                                                                                    単位：ha

	市町村名


	営農休止面積
（23年12月末）

	営　農　再　開　面　積（実績）

	
	
	24

年度
	25

年度
	26

年度
	27

年度
	28

年度
	29

年度
	30

年度
	元

年度
	  2

年度
	  3

年度
	  4

年度
	  5

年度
	  6

年度
	  7

年度
	計



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　事業実績
	市町村等名
	地区名
	事業実施主体名
	事業名
	事業内容
	事業費

（円）
	補助金

（円）

	福島県

	
	福島県

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	


注：吸収抑制対策の事業効果を検証した事業実施主体がある場合は、調査結果の写しを添付すること。

３　事業費総括表
	
	事業費（円）
	補助金（円）

	除染後農地の保全管理
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	鳥獣被害防止緊急対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	放れ畜対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	営農再開に向けた作付・飼養実証
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	避難からすぐに帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	放射性物質の交差汚染防止対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	新たな農業への転換支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	水稲の作付再開支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	除染後農地の地力回復対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	地域営農再開ビジョンの策定支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構築に向けた支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	放射性物質の吸収抑制対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	特認事業

	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	計
	今回実績分
	
	（Ａ）

	
	既実績分
	
	


４　事務費使用実績
	市町村等名
	事務費使用実績（円）
	市町村等名
	事務費使用実績（円）
	市町村等名
	事務費使用実績（円）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	計
	（Ｂ）


第10号様式（取扱要領第13条関係）
（番　　　号）　

年　　月　　日　

　福　島　県　知　事

（　市　町　村　長　）

市　　町　　村　　長　　　　　

                                            　　（事業実施主体の長）

                                           　　（地域事業実施主体の長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広域事業実施主体の長）　

　（家畜導入事業実施主体の長）　　

福島県営農再開支援事業で取得した施設等の災害報告書

  福島県営農再開支援事業で取得した施設等が、下記のとおり被災したので報告します。

　（なお、施設等の復旧が困難であるため、承認基準第7条の規定に準じ、補助関係が終了したことについて確認をお願いします。（施設等の復旧が不可能と判断される場合。））

記

１　施設等の概要

　（１）取組名及び実施年度

　（２）施設等の名称

　（３）施設等の所在地

　（４）施設等の構造及び規格、規模等

　（５）事業費（うち補助金）

２　災害の概要

　（１）災害の原因

　　　　○○年○○月○○日（○○による被災）

　　　（○○気象台調べ）

　（２）被災の程度

　　　　施設等の破損（被害防止柵の○○が○○）

　　　　施設等の復旧が復旧が不可能と判断した場合はその理由

　（３）被災施設の収支等

　　　（復旧可能な場合）

　　　　　・復旧見込額

　　　（復旧が不可能と判断される場合）

　　　　　・被害見込額

　　　　　・施設等の取り壊し等の概算見積額

　　　　　・処分に係る収益等の見込額（損失保証金含む）

３　その他

　　（復旧可能な場合）災害復旧計画及び資金計画

［添付資料］財産管理台帳の写し、被害状況の写真など

（参考様式）

リース事業計画書

〔農業機械〕

	機械利用者

	組織名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	受益農家

	

	対象機械

	機種名
	
	数　量
	          台

	
	型式名
	

	
	対象作物
	

	
	利用面積

	（計画）　　　　　　ha　　（利用規模下限）　　　　  ha

	
	
	（利用計画の設定の考え方）


	リース期間
（注１）

	開始日～終了日（※１）
	
	～
	
	    （年）

	
	リース借受日から○年間（※２）
	       （年）

	リース物件取得見込額（税抜き）      　    [1]
	                            (円）

	リース期間終了後の残価設定（税抜き）     [2]
	                            (円）

	リース料助成申請額　　　　               　[3]
	                            (円）

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）　[4]
	                            (円）

	機械利用者負担リース料（税込み）　　　  [5]
	                            (円）

	リース物件保管場所

	


　（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。

　　　　２　複数の機械をリースする場合には、機械毎にそれぞれ作成すること。

〔園芸施設〕

	施設利用者

	組織名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	受益農家

	

	対象施設

	周年栽培
高温抑制
型温室

	対象作物
	

	
	
	温室のみ（　　）、温室＋内部施設（　　）、内部施設のみ（　　）

	
	
	新設の温室面積
	         ㎡

	
	
	新設の内部施設

	①　養液栽培装置           ○セット
②　複合環境制御装置      ○セット


	
	
	周年生産技術が普及している品目の場合の新技術
	

	
	
	既存施設を利用する場合

	設置面積
	鋼材の種類
	設置年

	
	
	
	          ㎡
	
	

	
	高度環境制御栽培施設

	対象作物
	

	
	
	温室のみ（　　）、温室＋内部施設（　　）、内部施設のみ（　　）

	
	
	新設の温室面積
	         ㎡

	
	
	新設の内部施設

	①　自動カーテン装置       ○セット


	
	
	周年生産技術が普及している品目の場合の新技術
	

	
	
	既存施設を利用する場合

	設置面積
	鋼材の種類
	設置年

	
	
	
	          ㎡
	
	


　（注）　１　「内部施設のみ」の要望は、既に当該内部施設を収容する温室又は建物を有している場合に限る。

　　　　　２　温室については、新設、既設に係わらず、設計図及び耐風強度若しくは耐雪強度を保証する製造会社等の説明書を添付すること。

　　　　　３　「鋼材の種類」欄については、主に用いられている鋼材の種類を記入すること。なお、鉄骨補強パイプハウスの場合は、パイプと記入すること。

４　既存施設を利用する場合は、温室の内部及び外観を撮影した写真（３ヶ月以内に撮影したもの）を添付すること。
